
付紙様式第２

補 助 事 業 名

補 助 事 業 者 名

実 施 場 所

補助事業の成果の目標

補 助 事 業 の 内 容

補助事業の始期及び終期

令和元年
度まで

令和
２年度

令和
３年度

令和
４年度

令和
５年度

計

円 円 円 円 円 円

26,000,000 32,605,100 58,605,100

交付金額 24,900,000 30,000,000 54,900,000

補助事業の成果及び評価
並びに地域住民への周知
の実施状況

事業の改善措置及び今後
の対応

事業の評価に際しての第
三者機関の活用の有無

事　　　業　　　評　　　価　　　書

築城飛行場関連公共用施設（交通施設：日奈古３号線）整備事業

事 業 費 及 び 交 付 金 額 事業費

無

無

　道路改良舗装工事を行ったことにより、幅員が広くなり交通の安全
性を確保することができた。また、地元通行者等に聞き取り調査を
行ったところ、「道路が改良されて、以前は出来なかった離合もでき
るようになり、非常に通行しやすくなった。」との意見であり、事業
の効果が確認できた。
　工事看板及び地元自治会長を通じて、地域住民へのお知らせに特定
防衛施設周辺整備調整交付金事業であることの周知を行った。

築上町長

築上郡築上町大字日奈古

　町道日奈古3号線は、日奈古地区住民の生活道路であるが、幅員が
2.5mと狭く、自動車の離合が困難な状況であり、また、救急車等の緊
急車両も通行が困難な状況である。
このため、道路拡幅を行い、通行の安全性及び利便性の向上を図る。

道路改良舗装　延長Ｌ＝166.6ｍ

平成29年度　～　令和５年度



付紙様式第２

補 助 事 業 名

補 助 事 業 者 名

実 施 場 所

補 助 事 業 の 成 果 の 目 標

補 助 事 業 の 内 容

補助事業の始期及び終期

令和5年
度

計

円 円 円 円 円 円

23,232,000 23,232,000

交付金額 20,000,000 20,000,000

補助事業の成果及び評価
並びに地域住民への周知
の実施状況

事業の改善措置及び今後
の対応

事業の評価に際しての第
三者機関の活用の有無

注：１ 基金事業の場合には、事業費及び交付金額の欄に、年度ごとの基金造成額（交付金・市
　　　町村費等・その他・運用益・計）、基金処分額及び基金残額についても記載すること。
　　２ 事業の評価に際して第三者機関を活用した場合は、当該第三者機関の名称及び構成員等
　　　を記載すること。

事 業 費 及 び 交 付 金 額 事業費

　講堂改修工事を行ったことにより、室内が明るくなり雨漏りが解消され、
床板が新しくなったことで使用時の安全性を確保することができた。また、
学校関係者に聞き取り調査を行ったところ、「床が綺麗になり滑りにくく
なった、雨漏りが無くなった、明るくなった」「床がたいらに、なめらかにな
り、安全に安心して児童が利用できるようになった」との意見があり、事業の
効果が確認できた。
　工事看板に防衛省エンブレムの表示及び特定防衛施設周辺整備調整交付金事
業の記載を行い、地域住民および学校関係者への周知を行った。

　無

　無

　 令和5年度

　講堂改修工事　一式

事　　　業　　　評　　　価　　　書

築上郡築上町大字上別府305番地

本施設は、建設後53年が経過しており、教職員からは、
・屋根からの雨漏りが発生しており、何度も補修をするものの原因特定
が難しく解消されなかった。
・器具が古いため薄暗く、頻繁に電灯切れが起こるため年に2～3回の交
換が必要になっている。
・床板の隆起した箇所で児童が躓き転倒する事例が多く、授業にも支障
が出ている。
等の意見が上がっていることから、講堂内の雨漏り解消及び電灯交換に
よる適切な照度の確保、床板張り替えによる転倒事故減少を目標に整備
することで児童の学習環境の改善を図る。

築城飛行場関連公共用施設（スポーツ又はレクリエーションに関する施
設：築上町立築城小学校講堂）整備事業

築上町長



付紙様式第２

補 助 事 業 名

補 助 事 業 者 名

実 施 場 所

補助事業の成果の目標

補 助 事 業 の 内 容

補助事業の始期及び終期

令和
5年度

計

円 円 円 円 円 円

25,577,200 25,577,200

交付金額 23,839,000 23,839,000

補助事業の成果及び評価
並びに地域住民への周知
の実施状況

事業の改善措置及び今後
の対応

事業の評価に際しての第
三者機関の活用の有無

　本事業の実施により、上深野・伝法寺地区における消防水利の充実が図ら
れ、また、消防団員に対し消防訓練実施後に聞き取り調査を行ったところ、「従
前は、近隣の消防水利が付近になかったため、消防水利を確保しやすく、消
火活動を迅速に行えるようになった」等の意見が寄せられ、事業の成果を確認
することができた。
　地域住民への周知については、消防団員や地域住民に対して、消防団本部
役員会の際に本事業が特定防衛施設周辺整備調整交付金事業であることを
周知するとともに、町ホームページへ同趣旨を掲載することで周知を行った。

　無

　無

事　　　業　　　評　　　価　　　書

事 業 費 及 び 交 付 金 額 事業費

築城飛行場関連公共用施設（消防に関する施設：上深野・伝法寺防火
水槽）整備事業

　築上町長

築上郡築上町大字上深野574番地2
築上郡築上町大字伝法寺861番地2

　上深野・伝法寺地区には、防火水槽が無く、付近の水源からも十分な
水量が確保できない状況であるため、火災時には水槽積載車や遠くの防
火水槽から取水している。
　今回、当該地区に防火水槽を設置することにより、消防水利の充実を
図り、火災発生時における住民の生命及び財産の保護に寄与することを
目標とする。

　耐震性防火水槽（40㎥）　2基

　令和5年度



付紙様式第２

補 助 事 業 名

補 助 事 業 者 名

実 施 場 所

補助事業の成果の目標

補 助 事 業 の 内 容

補助事業の始期及び終期

令和
５年度 計

円 円 円 円 円 円

6,186,411 - - - - 6,186,411

交付金額 6,186,000 - - - - 6,186,000

補助事業の成果及び評価
並びに地域住民への周知
の実施状況

事業の改善措置及び今後
の対応

事業の評価に際しての第三
者機関の活用の有無

無

事　　　業　　　評　　　価　　　書

築城飛行場関連公共用施設（医療施設：自動体外式除細動器
（AED））整備事業

築上町長

築上郡築上町大字椎田891番地２　外36箇所

公共施設・保育園等において突然の心肺停止状態による死亡率低下を
図るため、AEDを更新及び整備し、住民の救急時における安心安全を
確保することを目的とする。

自動体外式除細動器（AED）の購入　本体38台、収納スタンド30台

令和５年度

事 業 費 及 び 交 付 金 額 事業費

本事業の実施により多くのAEDが町内公共施設等に設置され、心停止
等発生時の備えとなったことで住民の安心安全の確保に寄与すること
ができた。各施設管理者に対して意見聴取したところ、「施設利用者
等の救急時に備えて安心感が得られた」等の回答があり事業の効果を
確認することができた。地域住民への周知については、広報紙及び築
上町ホームページへ掲載を行ったほか、AEDキャリングケース、収納
スタンドに防衛省と地域社会との協力を象徴するエンブレムを貼り付
け周知を行っている。

無



付紙様式第２

補 助 事 業 名

補 助 事 業 者 名

実 施 場 所

補助事業の成果の目標

補 助 事 業 の 内 容

補助事業の始期及び終期

令和元年
度まで

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 計

円 円 円 円 円 円

事業費 62,501,238 4,406,958 3,934,575 11,861,432 12,183,302 94,887,505

交付金額 113,820,000 0 65,800,000 50,000,000 0 229,620,000

市町村費等 0 0 0 0 0 0

運用益 732,515 56,664 42,960 103,876 73,538 1,009,553

計 114,552,515 56,664 65,842,960 50,103,876 73,538 230,629,553

62,469,000 4,406,000 3,933,000 11,860,000 12,183,000 94,851,000

52,083,515 47,734,179 109,644,139 147,888,015 135,778,553 271,557,106

補助事業の成果及び評価
並びに地域住民への周知
の実施状況

事業の改善措置及び今後
の対応

事業の評価に際しての第
三者機関の活用の有無

　防災行政無線の維持管理費等防災機器の維持管理事業、新規取付等
設置事業、地域防災計画の見直し費・初動マニュアル作成費・ハザー
ドマップ作成費等防災意識の高揚に資する事業、防災研修会費・防災
訓練費等自主防災組織の育成に資する事業

事　　　業　　　評　　　価　　　書

築城飛行場関連特定事業
（防災に関する事業：築上町防災まちづくり基金事業）

築上町長

築上郡築上町大字椎田891番地2

　築上町は、防災行政無線の運用、地域防災計画・ハザードマップ策
定及び見直しといった町民の防災意識の高揚を図る事業及び防災研修
会等を通じた自主防災組織の育成に資する事業の実施により、災害に
強いまちづくりを推進している。
　このため、築上町防災まちづくり基金を設置し、これら事業の運営
費へ充て、継続的かつ安定的に事業を実施することで、災害に強い地
域社会の形成を図ることを目標とする。

　56組織ある自主防災組織のうち11組織に土嚢と土嚢袋を配布し災害時
に備えた資器材の整備や、地域住民向けの避難訓練を実施し、地域の自
主防災意識の向上を図った。保守点検記録等により、防災行政無線機器
が正常に動作していることを確認した。
　地域住民への周知については、本事業が特定防衛施設周辺整備調整交
付金により実施されていることを町ホームページに掲載し、周知を行っ
た。

　構成員の高齢化により、自主防災組織の運営管理が難しくなってい
る。各組織の現状を把握し、実効性のある組織の育成に努める。

　無

平成２３年度～令和１１年度

事業費及び交付金額

基
金
造
成
額

基金処分額

基金残額





付紙様式第２

補 助 事 業 名

補 助 事 業 者 名

実 施 場 所

補助事業の成果の目標

補 助 事 業 の 内 容

補助事業の始期及び終期

令和４年度 令和５年度 計

円 円 円 円 円 円

7,583,797 7,583,797

交付金額 33,000,000 0 33,000,000

市町村費等 0 0 0

運用益 16,409 16,409

計 33,000,000 16,409 33,016,409

6,660,000 6,660,000

33,000,000 26,356,409

補助事業の成果及び評
価並びに地域住民への
周知の実施状況

事業の改善措置及び今
後の対応

事業の評価に際しての
第三者機関の活用の有
無

注：１ 基金事業の場合には、事業費及び交付金額の欄に、年度ごとの基金造成額（交付金・市
　　　町村費等・その他・運用益・計）、基金処分額及び基金残額についても記載すること。
　　２ 事業の評価に際して第三者機関を活用した場合は、当該第三者機関の名称及び構成員等
　　　を記載すること。

事　　　業　　　評　　　価　　　書

築城飛行場関連特定事業(環境衛生に関する事業：築上町環境美化推進基金事業）

築上町長

築上郡築上町大字椎田891番地2

築上町では、自治会が実施する地区の清掃美化活動や花壇の整備、花木の植栽等の環境保全
活動を支援し、町内の住環境の向上並びに景観等の保全により美しく住みよい町の形成を推進し
ている。　このため、築上町環境美化推進基金を設置し、自治会が行う環境保全活動等に対する
助成を安定的かつ継続的に実施することで、美しく住みよい町の形成に寄与することを目標とす
る。

自治会が中心となって実施する地区の環境美化活動や花壇の整備及び花木の植栽（花と緑の
活動）等を支援する。

基金の活用により、町内の全６６自治会において環境美化活動を実施することができ、町内の住
環境の向上並びに景観等の保全により美しく住みよい町づくりができていることを確認した。　各
自治会へのヒアリングを実施した結果、「環境美化活動・環境保全活動に非常に効果がある」、
「地域でのつながりの一助になった」といった意見が寄せられており、事業の目標に対する成果
を確認することができた。  地域住民への周知については、広報や町ホームページへ本事業の
内容とともに特定防衛施設周辺整備調整交付金を活用していることを掲載し周知している。

無

無

令和４年度～令和１４年度

事業費及び交付金額

基金処分額

基金残額

事業費

基
金
造
成
額



付紙様式第２

補 助 事 業 名

補 助 事 業 者 名

実 施 場 所

補 助 事 業 の 内 容

補助事業の始期及び終期

令和
４年度

令和
５年度

計

円 円 円 円 円 円
0 37,371,730 37,371,730

交付金額 43,000,000 150,000,000 193,000,000

市町村費等 0 0 0

運用益 0 21,382 21,382

計 43,000,000 150,021,382 193,021,382

0 37,003,000 37,003,000

43,000,000 156,018,382

事業の改善措置及び今後の
対応

事業の評価に際しての第三
者機関の活用の有無

事　　　業　　　評　　　価　　　書

築城飛行場関連特定事業（交通に関する事業：築上町バス運行事業調整基金事
業）

築上町長 

築上郡築上町

補 助 事 業 の 成 果 の 目 標

　築上町では、民間路線バスの減便・撤退が続いており、高齢者の通院や買い
物など住民生活に欠かせない交通手段を確保するため、町がコミュニティバ
ス・事前予約型乗合タクシー等を運行している。
　このため、築上町バス運行事業調整基金を設置し、コミュニティバス等を安
定的かつ継続的に運行することで、地域の公共交通手段を確保し、地域住民の
生活環境の維持を図る。

コミュニティバス、乗合タクシー、路線バス寒田線のバス運行事業

令和４年度～令和１３年度

事 業 費 及 び 交 付 金 額

事業費

基
金
造
成
額

無

基金処分額

基金残額

補助事業の成果及び評価並
びに地域住民への周知の実
施状況

　本基金により安定的に事業運営を行い、コミュニティバスは全31便、年間利
用者数約13,000人で、前年度より若干増加した。乗合タクシーは、一日最大7
便、年間利用者数は約500人、寒田線は、平日12便、土日祝日8便、年間利用者
数は約8,800人で、ともに前年度より若干減少した。本基金の活用により町内公
共交通の安定した運行を行うことで、利用者からは大変助かっている等の評価
を得ていおり、住民の交通手段の確保及び地域住民の生活環境の維持に寄与し
ていることを確認した。
　地域住民への周知については、車両本体への表示や町のホームページへの掲
載により特定防衛施設周辺整備調整交付金による基金事業であることを周知し
た。

無


